
○酒田地区広域行政組合火災予防条例施行規則 

昭和４８年４月１日 

組 合 規 則 第 7 号 
改正 昭和５５年２月２８日組合規則第１号    昭和５９年８月２８日組合規則第２号 

昭和６０年８月２３日組合規則第１号    昭和６１年３月１日組合規則第１号 

平成２年５月１０日組合規則第１号     平成４年５月２２日組合規則第７号 

平成６年３月３０日組合規則第１号     平成１１年７月１５日組合規則第３号 

平成１４年９月１７日組合規則第１号    平成１５年８月２２日組合規則第１号 

平成１７年１０月１日組合規則第５号    平成２０年３月３１日組合規則第１号 

平成２４年１１月１５日組合規則第２号   平成２６年７月２９日組合規則第 1号 

平成３０年４月１日組合規則第５号     平成３１年４月１日組合規則第２号 

令和４年９月２０日組合規則第３号     令和５年３月１７日組合規則第４号 

令和５年６月１５日組合規則第９号     令和６年３月２９日組合規則第３号 

 

 

(目的 ) 

第１条 この規則は、酒田地区広域行政組合火災予防条例（昭和４８年組合条例第５号。以下「条例」

という。）第４８条の規定に基づき条例の実施のための手続きその他その施行について必要な事項

を定めるものとする。 

(平成２組合規則１・平成２０組合規則１・一部改正) 

（申請書等の提出部数） 

第２条 この規則に基づいて提出する申請書及び届出書の部数は、２部とする。 

(平成６組合規則１・全改) 

（燃料電池発電設備等の標識等） 

第３条 条例第８条の３第１項（条例第１１条第１項第５号、第１１条の２第２項、第１２条第２項

及び第１３条第２項において準用する場合を含む。）の規定により設ける標識の基準は、別記⑴か

ら⑸までに定めるとおりとする。 

(昭和５５組合規則１・平成６組合規則１・平成１７組合規則５・一部改正) 

（気球の掲揚場所における立入禁止の標示） 

第４条 条例第１７条第３号本文に定める立入を禁止する旨の標示の基準は、別記⑹に定めるとおり

とする。 

（昭和５５組合規則１・平成１７組合規則５・平成２４組合規則２・一部改正） 

（劇場等における喫煙等禁止行為の解除承認申請等） 

第５条 条例第２３条第１項の消防長が指定する場所において、上演のため喫煙し、裸火を使用し、

又は当該場所に火災予防上危険な物品を持込む場合の同条同項ただし書の規定による承認を受けよ

うとする者は、あらかじめ様式第１号の申請書により申請しなければならない。 

２ 条例第２３条第２項の規定による「禁煙」、「火気厳禁」又は「危険物品持込み厳禁」と標示し

た標識の基準は別記⑺から⑼までに定めるとおりとする。 

３ 条例第２３条第４項第２号に定める喫煙所である旨の標示の基準は、別記⑽に定めるとおりとす

る。 

(昭和５５組合規則１・平成１７組合規則５・平成２４組合規則２・平成３０組合規則５・令和４組合規則３・一部改正) 

（山岳ゴルフ場における喫煙等の制限に関する標識） 

第５条の２ 条例第２３条の２第３号に定める喫煙等の制限に関する標識の基準は、別記⑾に定める

とおりとする。 

(昭和５５組合規則１・追加、平成１７組合規則５・平成２４組合規則２・一部改正) 

（少量危険物等の貯蔵又は取扱いの標識等） 

第６条 条例第３１条の２第２項第１号又は条例第３４条第２項第１号の規定による標識及び掲示板

の基準は、別記⑿から⒁までに定めるとおりとする。 



 

２ 標識中の危険物の規制に関する政令(昭和３４年政令第３０６号。以下「政令」という。)別表第

３で定める数量(以下「指定数量」という。)の５分の１以上指定数量未満の危険物(以下「少量危険

物」という。)又は条例別表第８の品名欄に掲げる物品で同表の数量欄に定める数量以上のもの(以

下「指定可燃物」という。)を貯蔵し、又は取り扱つている旨の記載は、「少量危険物貯蔵取扱所」

又は「指定可燃物貯蔵取扱所」とすること。 

３ 条例第３１条の２第１号又は条例第３４条第２項１号の規定による掲示板には、危険物又は指定

可燃物の性状に応じ、それぞれ次に掲げる事項を記載するものとする。 

種             類 防火上の記載事項 

第１類の危険物のうちアルカリ金属の過酸化物若しくはこれ

を含有するもの又は禁水性物品 

 注水行為を厳に禁止

する旨 

 第２類の危険物（引火性固体を除く。） 
 火気の使用に注意を

要する旨 

第２類の危険物のうち引火性固体、自然発火性物品、第４類の

危険物又は第５類の危険物 

火気の使用を厳に禁

止する旨 

 指定可燃物 
火気の使用に注意し、

整理整とんする旨 

(平成２組合規則１・全改、平成６組合規則１・平成１７組合規則５・平成２４組合規則２・令和４組合規則３・一部

改正) 

（劇場等における定員の表示板等） 

第６条の２ 条例第３９条第４号に定める定員を記載した表示板及び満員札の基準は、別記⒂及び⒃

に定めるとおりとする。 

(昭和５５組合規則１・追加、平成２組合規則１・平成１７組合規則５・平成２４組合規則２・一部改正) 

（火災予防上必要な業務に関する計画提出書の様式） 

第７条 条例第４２条の３第２項の規定による火災予防上必要な業務に関する計画提出書の届出は様

式第２号の届出書によりしなければならない。 

(平成２６組合規則１・追加・平成３０組合規則５・一部改正) 

（防火対象物使用開始の届出の様式） 

第７条の２ 第４３条の規定による防火対象物使用開始の届出は様式第３号の届出書によりしなけれ

ばならない。 

(昭和５５組合規則１・一部改正・平成２６組合規則１・旧第７条繰下・平成３０組合規則５・一部改正) 

（火を使用する設備等の設置届の様式等） 

第８条 条例第４４条の規定による火を使用する設備等の設置の届出は同条第１号から第８号の２ま

でに掲げる設備にあつては様式第４号の届出書により、また同条第９号から第１３号までに掲げる

設備にあつては様式第５号の届出書により同条第１４号に掲げる設備にあつては様式第６号の届出

書により、それぞれ設置工事開始の 7 日前までに、同条第１５号に掲げる設備にあつては、様式第

７号の届出書によりあらかじめしなければならない。 

(昭和５５組合規則１・昭和５９組合規則２・平成１７組合規則５・平成３０組合規則５・令和５組合規則９・一部改正) 

（火災とまぎらわしい煙等を発するおそれのある行為等の届出の様式等） 

第９条 条例第４５条の規定による同条各号に定める行為の届出は、様式第８号から様式第１３号ま

での当該行為に係る届出書により、それぞれ当該行為を行う日の３日前までにしなければならない。

ただし、条例第４５号第１号から第５号までの規定に基づく届出でその行為をすることが急を要す

る場合には、その行為を行う当日までに口頭により届け出ることができる。 

(昭和５５組合規則１・平成２６組合規則１・平成３０組合規則５・一部改正) 

（指定洞
とう

道等の届出の様式） 



 

第９条の２ 条例第４５条の２の規定による指定洞
と う

道等の届出は、様式第１４号の届出書によりあら

かじめしなければならない。 

(昭和６１組合規則１・追加・平成３０組合規則５・一部改正) 

（少量危険物等の貯蔵又は取扱いの開始、廃止の届出の様式） 

第１０条 条例第４６条の規定による少量危険物及び別表第８で定める数量の５倍以上(再生資源燃

料、可燃性固体類等及び合成樹脂類にあつては、同表で定める数量以上)の指定可燃物の貯蔵又は取

扱いの届出は、様式第１５号の届出書によりしなければならない。 

(平成２組合規則１・全改、平成６組合規則１・平成３０組合規則５・一部改正) 

（タンクの水張検査等） 

第１０条の２ 条例第４７条の規定により少量危険物又は指定可燃物を貯蔵し、又は取り扱うタンク

を製造し、又は設置に係る水張検査等の申出は、様式第１６号の申請書によりしなければならない。 

２ 前項の規定により検査した結果、条例の規定による技術上の基準に適合していると認めたときは、

様式第１７号の検査済証を交付するものとする。 

(平成２組合規則１・追加・平成３０組合規則５・一部改正) 

（点検基準） 

第１１条 消防法施行規則（昭和３６年自治省令第６号）第４条の２の６第１項第９号の規定に基づ

く防火対象物の点検基準は、様式第１８号から様式第２０号までに定める点検票のとおりとする。 

（平成 1５組合規則１・追加、平成３０組合規則５・旧第１２条繰上・一部改正） 

（公表の対象となる防火対象物及び違反の内容） 

第１２条 条例第４７条の２第３項の規定により公表の対象となる防火対象物は、消防法施行令（昭

和３６年政令第３７号）別表第１⑴項から⑷項まで、⑸項イ、⑹項、⑼項イ、⒃項イ、(16の2)項及

び(16の3)項に掲げる防火対象物で、消防法（昭和２３年法律第１８６号。以下「法」という。）第

１７条第１項の政令で定める技術上の基準又は同条第２項の規定に基づく条例で定める技術上の基

準に従って屋内消火栓設備、スプリンクラー設備又は自動火災報知設備を設置しなければならない

もののうち、法第４条第１項に規定する立入検査においてこれらの消防用設備等が設置されていな

いと認められたものとする。 

２ 条例第４７条の２第３項の規定により公表の対象となる違反の内容は、前項の防火対象物に屋内

消火栓設備、スプリンクラー設備又は自動火災報知設備が設置されていないこととする。 

（平成３０組合規則５・追加） 

（公表の手続） 

第１２条の２ 条例第４７条の２第１項の規定による公表は、前条第１項の立入検査の結果を通知し

た日から１４日を経過した日において、なお、当該立入検査の結果と同一の違反の内容が認められ

る場合に、当該違反が是正されたことを確認できるまでの間、酒田市、庄内町及び遊佐町のウェブ

サイトへの掲載により行う。 

２ 前項に規定する方法により公表する事項は、次に掲げるものとする。 

⑴  前条第２項に規定する違反が認められた防火対象物の名称及び所在地 

⑵  前条第２項に規定する違反の内容（当該違反が認められた防火対象物の部分も含む。） 

⑶  その他消防長が必要と認める事項 

（平成３０組合規則５・追加） 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５５年組合規則第１号） 

この規則は、昭和５５年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５９年組合規則第２号） 

この規則は、昭和５９年９月１日から施行する。 

附 則（昭和６０年組合規則第１号） 



 

この規則は、昭和６０年９月１日から施行する。 

附 則（昭和６１年組合規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２年組合規則第１号） 

この規則は、平成２年５月２３日から施行する。 

附 則（平成４年組合規則第７号) 

この規則は、平成４年５月２５日から施行する。 

附 則（平成６年組合規則第１号） 

１ この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の様式は、前項の規定にかかわらず、平成７年３月３１日までの間は、な

お従前の例によることができる。 

附 則（平成１１年組合規則第３号） 

この規則は、平成１１年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１４年組合規則第１号） 

この規則は、平成１５年１月１日から施行する。 

附 則（平成１５年組合規則第１号） 

この規則は、平成１５年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１６年組合規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１７年組合規則第５号） 

この規則は、平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２０年組合規則第１号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年組合規則第２号） 

この規則は、平成２４年１２月１日から施行する。 

附 則（平成２６年組合規則第１号） 

この規則は、平成２６年８月１日から施行する。 

附 則（平成３０年組合規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１２条及び第１２条の２の改正規定は、平成３０

年１０月１日から施行する。 

  附 則（平成３１年組合規則第２号） 

この規則は、平成３１年７月１日から施行する。 

  附 則（令和４年組合規則第３号） 

この規則は、令和４年９月２０日から施行する。 

 附 則（令和５年組合規則第４号） 

この規則は、令和５年３月１７日から施行する。 

 附 則（令和５年組合規則第９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 附 則（令和６年組合規則第３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

 



 

別記 

(平成２組合規則１・全改、平成６組合規則１・平成１７組合規則５・平成２４組合規則２・一部改正) 

標識、掲示板及び札(以下「標識等」という。)の基準 

⑴ 燃料電池発電設備の標識 ⑵ 変電設備の標識 ⑶ 急速充電設備の標識 

   

⑷ 発電設備の標識 ⑸ 蓄電池設備の標識 ⑹ 水素ガスを充てんする気球 

を掲揚又はけい留する場所 

への立入禁止の標識 

   

⑺ 劇場等における 

禁煙の標識 

⑻ 劇場等における火気の 

禁止を厳に禁止する旨 

の標識 

⑼ 劇場等における危険物品 

持込みを厳に禁止する旨 

の標識 

   

⑽ 劇場等における喫煙所の標識 

 

⑾ 山岳ゴルフ場における喫煙等の 

制限に関する標識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料電池発電設備 急速充電設備 急速充電設備 



 

⑿  少量危険物を貯蔵し、又は取り扱つて 

いる場所の標識 

⒀  指定可燃物を貯蔵し、又は取り扱つている 

旨の標識    

移動タンクに係る標識 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                               

 

⑿  移動タンク以外に係る標識 ⒁ 防火に関する必要事項を記載 

した掲示板  注水行為を厳に 

禁止する旨の掲示板 

火気の使用を厳に禁止する 

旨の掲示板 

   

 

 

 

 

 

 

 

)    火気の使用に注意する旨 

の掲示板 

( )     火の使用に注意し、整理 

整とんする旨の掲示板 

   ⒂ 劇場等における 

定員の表示板 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⒃ 劇場等における満員札 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

1 標識等は、縦型又は横型とすること。 

2 文字の大きさは適宜とし、必要により英文等を付記してもよいものであること。 

3 材質は、堅ろうで耐久性のあるものとすること。 



 

様式第１号（第５条関係）（令和５組合規則４・一部改正） 組合規則１・一部改正、平成３０組合規則５・旧第 

２号様式繰上・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

禁止行為の解除承認申請書 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人にあつては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ ※印の欄は、記入しないこと。 

４ 防火対象物の案内図、平面図（設置された消防用設備等を明示したもの）及び申請場所の

詳細図を添付すること。 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

申請者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

  酒田地区広域行政組合火災予防条例第23条第1項の規定による指定場所における禁止行為につ

いて解除の承認を受けたいので、下記により申請します。 

対
象
物 

防 

火 

所 在 地  電話  

名 称  用 途  

解
除
を
受
け
よ
う
と
す
る
行
為 

種 類 喫 煙 ・ 裸 火 使 用 ・ 危険物品持込み 

申請場所  

期 間 
自        年  月  日 

至        年  月  日 
時 間 時  分～  時  分 

内 容  

理 由  

責 任 者 

勤務先 

所 在 地  

名 称  電話  

氏 名  

火 災 予 防 上 
講 じ た 措 置  

その他必要事項  

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  



 

様式第２号（第７条関係）（令和５組合規則４・一部改正）  （平成２６組合規則１・追加、平成３０組合規則５・旧第１２号の２様式

繰上・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

火災予防上必要な業務に関する計画提出書 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

届出者   住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

防火担当者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

別添のとおり火災予防上必要な業務に関する計画書を提出します。 

指定催しの名称  

指 定 催 し の 
開 催 場 所  

期 間 
自    年  月  日 

至    年  月  日 
時 間   時  分～  時  分 

一 日 当 た り の 
人 出 予 想 人 数 

人 露 店 等 の 数 店 

使 用 火 気 等 

□こんろ等の火を使用する器具 

□ガソリン等の危険物 

□その他（                         ） 

その他必要事項  

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人又は組合にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ □印のある欄には、該当の□印にレ点を付けること。 

４ ※印の欄は、記入しないこと。 

５ 指定催しの火災予防上必要な業務に関する計画並びに開催場所の案内図、配置図（消火器

の配置場所を明示したもの）及び付近の交通規制図並びに「様式第１３号露店等の開設届出

書」を添付すること。 



 

様式第３号(その１)（第７条の２関係）（令和５組合規則４・一部改正） (平成６組合規則１・全改、平成１７組合規則５・平成 

 

防火対象物使用開始届出書 

 

（表面） 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

届出者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

所 在 地  電話  

名 称  用途  

敷 地 面 積 ㎡ 棟 数 棟 

従 業 員 数 人 
公開時間 
従業時間 

時  分～   時  分 

建 築 確 認    年  月  日 第    号 ※消防同意    年  月  日 第    号 

使 用 開 始    年  月  日 工事着工    年  月  日 工事完了    年  月  日 

他の法令に
よる許認可  

屋 外 消 火
栓・動力消
防ポンプ・
消防用水の
概 要 

 

火を使用する 
設備等・電気 
設備・少量危 
険物等の種類 
及 び 数 量 

 

そ の 他 
必 要 事 項  

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  



 

（裏面） 

防
火
対
象
物
棟
別
概
要(

第 

号) 

用 途  構 造  

種類 

 

階別 

 

床 面 積 

㎡ 

用 途 

消 防 用 設 備 等 の 概 要  特殊消防用 
設 備 等 の 
概 要 消 火 設 備 警 報 設 備 避 難 設 備 

消火活動上
必要な施設 

階        

階        

階        

階        

階        

階        

階        

計        

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人にあつては、その名称、代表者氏名及び主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ ※印の欄は、記入しないこと。 

４ 同一敷地内に２以上の棟がある場合には、棟ごとに｢様式第３号（その２）防火対象物棟

別概要追加書類｣に必要な事項を記入して添付すること。 

５ 防火対象物の案内図、配置図、各階平面図及び消防用設備等の設計図書（消火器具、避難

器具等の配置図を含む。）を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第３号(その２)（第７条の２関係） (平成６組合規則１・全改、平成１７組合規則５・平成２０組合規則１・一部改正、平

成３０組合規則５・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

防火対象物棟別概要追加書類 

防
火
対
象
物
棟
別
概
要(

第 

号) 

用 途  構 造  

 種類 

 

階別 

 

床 面 積 

㎡ 

用 途 

消 防 用 設 備 等 の 概 要 特殊消防用 
設 備 等 の 
概 要 消 火 設 備 警 報 設 備 避 難 設 備 

消火活動上
必要な施設 

階        

階        

階        

階        

階        

階        

階        

計        

防
火
対
象
物
棟
別
概
要(

第 

号) 

用 途  構 造  

 種類 

 

階別 

 

床 面 積 

㎡ 

用 途 

消 防 用 設 備 等 の 概 要 特殊消防用 
設 備 等 の 
概 要 消 火 設 備 警 報 設 備 避 難 設 備 

消火活動上
必要な施設 

階        

階        

階        

階        

階        

階        

階        

計        

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 



 

様式第４号（第８条関係）（令和５組合規則４・一部改正）  (平成１１組合規則３・全改、平成１７組合規則５・平成２０組合規則１・

一部改正、平成３０組合規則５・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

火を使用する設備等の設置（変更）届出書 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

届出者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

届 出 種 別 
炉・厨房設備・温風暖房機・ボイラー・給湯湯沸設備・乾燥設備・ 

サウナ設備・ヒートポンプ冷暖房機・火花を生ずる設備・放電加工機 

対
象
物 

防 

火 

所 在 地  電話  

名 称  用 途  

設
置
場
所 

用 途  設置箇所 屋外 ・ 屋内（  階） 

床 面 積 ㎡ 構 造  不燃区画 有 ・ 無 

設
備
概
要 

種 類  

燃料・熱源・ 
加 工 液 

 消 費 量 
１時間 
当たり  

㎏   ℓ 
㎥  ㎾ 

使 用 時 間 
１ 日 
当たり 

時間 
熱量換算 
（入力量） 

㎾ 

安 全 装 置  

消防用設備等
又は特殊消防
用 設 備 等 

 

工
事
施
工
者 

所 在 地  電話  

名 称  

氏 名  

着工予定 年  月  日 完成予定 年  月  日 

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人にあつては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ ※印欄は、記入しないこと。 

４ 防火対象物の案内図、配置図及び平面図並びに設備の概要表、配置図、立面図、構造図、

電気配線図（制御回路図を含む。）及び仕様書並びに当該設備の設置室の平面図、構造図、室

内仕上表及び煙突等その他ダクトの系統図を添付すること。 

なお、乾燥設備については、設備使用時の作業工程図を添付すること。 



 

様式第５号（第８条関係） (昭和５９組合規則２・全改、平成４組合規則７・平成６組合規則１・平成１７組合規則５・平成２０組合規

則１・一部改正、平成３０組合規則５・全改、平成３１組合規則２・令和４組合規則３・令和６組合規則

３・一部改正） 

電気設備設置（変更）届出書 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

届出者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

届 出 種 別 燃料電池発電設備 ・ 変電設備 ・ 急速充電設備 ・ 発電設備 ・ 蓄電池設備 

対
象
物 

防 

火 

所 在 地  電話  

名 称  用 途  

設
置
場

所 

用 途  設置箇所 屋外・屋内（  階） 床 面 積 ㎡ 

構 造  不燃区画 有 ・ 無 換気設備 有 ・ 無 

設
備
概
要 

電 圧 
一次側 

二次側 

V 

V 

全 出 力 
定格容量 

㎾ 

㎾h 

種 別 キュービクル式 ・ その他 
消防用設備等又は 
特殊消防用設備等 
の 非 常 電 源 

該当 ・ 非該当 

消防用設備等
又は特殊消防
用 設 備 等 

 

主 任 技 術 者 等  

工
事
施
工
者 

所 在 地  電話  

名 称  

氏 名  

着工予定 年  月  日 完成予定 年  月  日 

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ ※印欄は、記入しないこと。 

４ 防火対象物の案内図、配置図及び平面図並びに設備の概要表、配置図、立面図、構造図、 

接続図及び仕様書並びに当該設備の設置室の平面図、構造図、室内仕上表及び排気筒その他

ダクトの系統図を添付すること。 



 

様式第６号（第８条関係）（令和５組合規則４・一部改正）  (昭和５９組合規則２・全改、平成４組合規則７・平成６組合規則１・

平成２０組合規則１・一部改正、平成３０組合規則５・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

ネオン管灯設備設置届出書 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

 

届出者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

対
象
物 

防 

火 

所 在 地  電話  

名 称  用 途  

設
備
概
要 

設 備 容 量  

点滅装置の種類  

取 付 材 料  

その他必要事項  

設
置
請
負
者 

所 在 地  電話  

名 称  

氏 名  

着工予定 年  月  日 完成予定 年  月  日 

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人にあつては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ ※印の欄は、記入しないこと。 

４ 防火対象物の案内図、配置図及び平面図並びに設備の概要表、配置図、立面図、構造図、

接続図及び仕様書を添付すること。 



 

様式第７号（第８条関係）（令和５組合規則４・一部改正）  (昭和５９組合規則２・全改、平成４組合規則７・平成６組合規則１・

平成２０組合規則１・一部改正、平成３０組合規則５・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

水素ガスを充てんする気球の設置届出書 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

届出者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

設 置 場 所 
所在地  電話  

名 称  用 途  

設 置 期 間 
掲 揚 自    年 月 日  至    年 月 日    時 分～ 時 分 

けい留 自    年 月 日  至    年 月 日    時 分～ 時 分 

構 造 

気 球 
型  直径 ｍ 体積 ㎥ 

材 質  厚さ ㎜ 

掲揚綱 材 質  太さ ㎜ 

電 飾 

電球電圧 Ｖ 灯数 個 

電線種類  電線断面積 ㎟ 

配線方式  

総重量 ㎏ 

充 て ん  

作 業  

日 時     年  月  日  時  分 場所  

方 法  ボンベ置き場  

支 持 方 法 
掲 揚  

けい留  

立 入 禁 止 の 方 法  

設 置 目 的  

そ の 他 必 要 事 項  

設置請負者 

所在地  電話  

名 称  

氏 名  

看 視 人 氏 名  

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人にあつては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ ※印の欄は、記入しないこと。 

４ 防火対象物の案内図、配置図及び平面図並びに設置場所付近の見取図、気球の見取図及び

電飾の配線図(電飾を付設するものに限る。)を添付すること。 



 

様式第８号（第９条関係）（令和５組合規則４・一部改正）  (昭和５９組合規則２・全改、平成６組合規則１・平成２０組合規則１・

一部改正、平成３０組合規則５・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

火災とまぎらわしい煙又は火炎を発するおそれのある行為の届出書 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

 

届出者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

場 所  

期 間 
自          年  月  日 

至          年  月  日 
時間 時  分～  時  分 

目 的  

行為の内容等  

消火準備の概要  

現場責任者氏名  電話  

その他必要事項  

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人にあつては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ ※印の欄は、記入しないこと。 

４ 行為場所の案内図及び配置図並びに行為内容の詳細を添付すること。 



 

様式第９号（第９条関係）（令和５組合規則４・一部改正）  (昭和５９組合規則２・全改、平成６組合規則１・平成２０組合規則１・

一部改正、平成３０組合規則５・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

煙火 
打上げ  

仕掛け  
届出書 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

届出者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

打上げ 
場所 

所 在 地  電話  

仕掛け 
名 称  

期 間 

打 上 げ 
自       年   月   日           時  分 

至       年   月   日           時  分 

仕 掛 け 
自       年   月   日           時  分 

至       年   月   日           時  分 

煙火の種類及び数量  

目 的  

請 負 業 者 

所 在 地  電話  

名 称  

氏 名  

現 場 責 任 者 氏 名  電話  

そ の 他 必 要 事 項  

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人にあつては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ ※印の欄は、記入しないこと。 

４ 打上げ等の場所の案内図、配置図及び周囲の略図並びに煙火の詳細を添付すること。 



 

様式第１０号（第９条関係）（令和５組合規則４・一部改正）  (昭和５９組合規則２・全改、平成６組合規則１・平成１７組合規

則５・平成２０組合規則１・一部改正、平成３０組合規則５・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

催物開催届出書 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

届出者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

対
象
物 

防 

火 

所 在 地  電話  

名 称  用途  

使
用
場
所 

位 置 階 面 積 ㎡ 

客 席 等 
の 構 造 立見・いす・ます・その他（    ） 

収容予定 
人 員 人 

消防用設備
等又は特殊
消防用設備
等 の 概 要 

 

期 間 
自      年   月   日 

至      年   月   日 
時間 時  分～  時  分 

目 的  

防 火 管 理 者 
責 任 者  

避 難 誘 導 に 
従 事 す る 人 員 人 

消 火 活 動 に 
従事する人員 人 

その他必要事項  

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人にあつては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ ※印の欄は、記入しないこと。 

４ 防火対象物の案内図、平面図（設置された消防用設備等及び避難経路を明示したもの）及

び使用部分の詳細図を添付すること。 



 

様式第１１号（第９条関係）（令和５組合規則４・一部改正）  (昭和５９組合規則２・全改、平成６組合規則１・平成２０組合規

則１・一部改正、平成３０組合規則５・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

水道断減水届出書 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

届出者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

断 水 

 

減 水 

区 域  

工 事 場 所  

断 水 
期 間 

自          年  月  日 

至          年  月  日 
時間 時  分～  時  分 

減 水 

理 由  

現場責任者氏名  電話  

その他必要事項  

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人にあつては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ ※印の欄は、記入しないこと。 

４ 断減水区域の案内図及び詳細図並びに工事の工程表を添付すること。 



 

様式第１２号（第９条関係）（令和５組合規則４・一部改正）  (昭和５９組合規則２・全改、平成６組合規則１・平成２０組合規

則１・一部改正、平成３０組合規則５・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

道路工事届出書 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

届出者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

場 所  

期 間 
自         年  月  日 

至         年  月  日 
時間 時  分～  時  分 

工 事 内 容  

消防水利障害状況  
緊急車両の 
通 行 可 否 

可 ・ 否 

請
負
業
者 

所 在 地  電話  

名 称  

氏 名  

現場責任者氏名  電話  

その他必要事項  

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人にあつては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ ※印の欄は、記入しないこと。 

４ 工事場所の案内図及び詳細図（車両通行止め区間及び通行可能な道路幅を明示したもの）

並びに工事の工程表を添付すること。 



 

様式第１３号（第９条関係）（令和５組合規則４・一部改正）  （平成２６組合規則１・追加、平成３０組合規則５・旧第１２号の３

様式繰下・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

露店等の開設届出書 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

届出者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

催 し の 名 称  

開 設 場 所 
所 在 地  

期 間 
自      年  月  日 

至      年  月  日 
時 間   時  分～  時  分 

開 設 店 数 店 
消 火 器 の 

設 置 本 数 
本 

内 容  

現場責任者氏名  電話  

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人又は組合にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ ※印の欄は、記入しないこと。 

４ 露店等の開設場所の案内図、配置図（消火器の配置場所を明示したもの）及び付近の交通

規制図並びに露店等の出店一覧名簿を添付すること。 



 

様式第１４号（第９条の２関係）（令和５組合規則４・一部改正）  (昭和６１組合規則１・追加、平成６組合規則１・平成２０組

合規則１・一部改正、平成３０組合規則合規則２・一部改正） 

指定洞
とう

道等（新規・変更）届出書 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

届出者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

洞
とう

道 等 の 名 称  

設
置
場
所 

起 点  

終 点  

経 由 地  

管
理
者 

所 在 地  電話  

名 称  

氏 名  

その他必要事項  

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人又は組合にあっては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ ※印の欄は、記入しないこと。 

４ 洞
とう

道等の経路図、設置されている物件の概要書及び火災に対する安全管理対策書を添付す

ること。 



 

様式第１５号（第１０条関係）（令和５組合規則４・一部改正）  (平成２合規則１・平成１７組合規則５・平成２０組合規則１・

一部改正、平成３０組合規則５・旧第１４号様式繰下・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

少量危険物等貯蔵取扱い（開始・変更・廃止）届出書 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

届出者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                

 

届 出 種 別 少 量 危 険 物  ・  指 定 可 燃 物 

所 在 地  電話 

名 称  

貯蔵取扱い 
場 所 

用 途  設置箇所 屋外・屋内（  階） 構造  

類 別 

品 名 

最大数量 

類 別  品 名  

最 大 
貯蔵数量  

一日最大 
取扱数量  

指定数量 
の 倍 数 

倍 

貯 蔵 又 は 取 扱 い 
方 法 の 概 要  

送油配管 
の 有 無 有 ・ 無 

消防用設備等又は特殊
消防用設備等の概要  

貯蔵又は取扱いの開
始又は変更予定期日 

年   月   日 

廃 止 年 月 日 年   月   日 

そ の 他 必 要 事 項  

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 

  

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人にあつては、その名称、代表者氏名、主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ ※印の欄は、記入しないこと。 

４ 貯蔵又は取扱い場所の案内図、配置図、詳細図、仕上表及び建具表並びに使用する設備の

詳細図、仕様書を添付すること。 



 

様式第１６号（第１０条の２関係） (平成２組合規則１・追加、平成６組合規則１・平成１１組合規則３・平成２０組合規則１・

一部改正、平成３０組合規則５・旧第１５号様式繰下・全改、平成３１組合規則２・令和５

組合規則４・一部改正） 

タンク検査申請書 

年  月  日  

  酒田地区広域行政組合 

   消防長          殿 

申請者 住所                

(電話          ) 

 

氏名                 

 

水張又は水圧検査の別  

タンクの最大常用圧力 kPa 

タ
ン
ク
の
構
造 

形 状  容 量  

寸 法  

材 質 記 号
及 び 板 厚  

タ ン ク の 製 造 者
及 び 製 造 年 月 日 

 

年   月   日 

そ の 他 必 要 事 項  

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄 ※ 手 数 料 

   

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 法人にあつては、その名称、代表者氏名及び主たる事務所の所在地を記入すること。 

３ ※印の欄は、記入しないこと。 

４ 当該貯蔵タンクの設計図書を添付すること。 



 

様式第１７号（第１０条の２関係） (平成２組合規則１・追加、平成６組合規則１・平成１１組合規則３・平成２０組合規則１・

一部改正・平成３０組合規則５・旧第１６号様式繰下・全改、平成３１組合規則２・一部改

正） 

 ㊣                 タンク検査済証 

水張又は水圧検査の別  

検 査 圧 力 kPa 

タ
ン
ク
の
構
造 

形 状  容 量  

寸 法  

材 質 記 号 

及 び 板 厚 
 

製造者及び製造年月日 
 

年   月   日 

  タンク検査番号   第      号 

           年   月   日 

 

酒田地区広域行政組合消防本部 

                    消防長            印 

 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 

 副 

 

タ ン ク 検 査 済 証 

検 査 圧 力              kPa 

 検 査 番 号 

 検査年月日 

酒 田 地 区 広 域 行 政 組 合 

 

 

備考 １ この検査済証は、金属板とすること。 

   ２ このタンク検査済証は、タンクの見やすい箇所に取り付けること。 

７㎝ 

５
㎝ 

 



 

様式第１８号（第１１条関係） （平成１５組合規則１・追加・平成３０組合規則５・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

（その６） 

点 検 項 目 

点 検 結 果 

状 況 及 び 措 置 内 容 

判 定 不 備 内 容 

火
を
使
用
す
る
設
備
の
位
置
・
構
造
及
び
管
理
等 

火
を
使
用
す
る
設
備
等 

設 備 の 位 置 

□ 適 

  

□ 否 

設 備 の 管 理 

□ 適 

  

□ 否 

火
を
使
用
す
る
器
具
等 

器具の取扱い 

□ 適 

  

□ 否 

火
の
使
用
に
関
す
る
制
限
等 

喫煙等の制限 

□ 適 

  

□ 否 

がん具用煙火 

の 制 限 

□ 適 

  

□ 否 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 判定の欄は、適正な場合は「適」の□にレ点を記入し、不備のある場合は「否」の□にレ

点を記入するとともに、不備内容の欄にその内容を記入すること。 

３ 状況及び措置内容の欄には、点検時の点検項目の状況及び点検の際措置した内容を記入す

ること。 

４ 該当のない点検項目については、状況及び措置内容の欄に「該当なし」と記入すること。 



 

様式第１９号（第１１条関係） （平成１５組合規則１・追加・平成３０組合規則５・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

（その７） 

点 検 項 目 

点 検 結 果 

状 況 及 び 措 置 内 容 
判 定 不 備 内 容 

少
量
危
険
物
の
貯
蔵
及
び
取
扱
い 

少
量
危
険
物
未
満 

貯 蔵 又 は 

取 扱 い 数 量 

□ 適 

  

□ 否 

火気の使用制限 

□ 適 

  

□ 否 

漏れ・あふれ 

又は飛散の防止 

□ 適 

  

□ 否 

容 器 

□ 適 

  

□ 否 

計器類に関する監視 

□ 適 

  

□ 否 

タ ン ク 本 体 

□ 適 

  

□ 否 

配 管 

□ 適 

  

□ 否 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 判定の欄は、適正な場合は「適」の□にレ点を記入し、不備のある場合は「否」の□にレ

点を記入するとともに、不備内容の欄にその内容を記入すること。 

３ 状況及び措置内容の欄には、点検時の点検項目の状況及び点検の際措置した内容を記入す

ること。 

４ 該当のない点検項目については、状況及び措置内容の欄に「該当なし」と記入すること。 



 

様式第２０号（第１１条関係） （平成１５組合規則１・追加・平成３０組合規則５・全改、平成３１組合規則２・一部改正） 

（その８） 

点 検 項 目 
点 検 結 果 

状 況 及 び 措 置 内 容 
判 定 不 備 内 容 

指
定
可
燃
物
等
の
貯
蔵
及
び
取
扱
い 

可
燃
性
液
体
類
等 

火気の使用制限 

□ 適 

  

□ 否 

漏れ・あふれ 

又は飛散の防止 

□ 適 

  

□ 否 

容 器 

□ 適 

  

□ 否 

計 器 類 に 

関 す る 監 視 

□ 適 

  

□ 否 

タ ン ク 本 体 

□ 適 

  

□ 否 

配 管 

□ 適 

  

□ 否 

綿
花
類
等 

火気の使用制限 

□ 適 

  

□ 否 

集 積 単 位 

□ 適 

  

□ 否 

備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 判定の欄は、適正な場合は「適」の□にレ点を記入し、不備のある場合は「否」の□にレ

点を記入するとともに、不備内容の欄にその内容を記入すること。 

３ 状況及び措置内容の欄には、点検時の点検項目の状況及び点検の際措置した内容を記入す

ること。 

４ 該当のない点検項目については、状況及び措置内容の欄に「該当なし」と記入すること。 


